別記様式第18号（第26条関係）
（表面）　　　　　　　　　　　　　　　　　
	通知年月日
	年　　月　　日
	災害発生の状況
	日時
	年　月　日（　曜）
午前・午後 時 分 ごろ
	障害補償
	□　障害補償年金
□　障害補償一時金

	被災職員に関する事項
	
氏名

	□男
□女
年　　月　　日生（　　歳）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	場所
	□　施設外
□　施設内　
	
	第　　　　　　　　級　　　　　　　号
□準用　□併合繰上げ　□加重

	
	
	
	
	
	
	
	□年金額　　　　　　　　　　　　円
□一時金額　　　　　　　　　　　　円

	
	住所
	
	
	
	□　事故　
□　その他
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　支給決定
支払

	
	所属部局名
	
	
	
	
	遺族補償
	□　遺族補償年金
□　遺族補償一時金

	
	
	
	
	・認定理由等
	
	
	

	
	職名
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	□　年　金　額　　　　　　　　　　円
□　条例附則第３条の一時金額　　　円
()
□　一時金額　　　　　　　　　　　円

	
	退職年月日
	年　　月　　日
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	傷病名・
	
	
	

	第三者加害行為
	□同僚加害　　　　　　□同僚加害以外
	
	
	
	
	

	
	□自動車事故　　　　　□その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	年　　月　　日
	
	

	
	□免責　　　□求償　　　□一部補償
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	年　　月　　日　支給決定
支払

	補償基礎額・基礎額
	補償基礎額　　　　　　　　　　　円
年　　月　　日　決定
　　　　　　　　　　　　　　　　円
年金補償基礎額　　　　　　　　　円
年　　月　　日　決定
	
	
	年　　月　　日
	
	

	
	
	
	
	年　　月　　日
	
	受給権者
	氏名
	死亡職員との続柄又は関係

	
	
	傷病補償年金
	第　　　　　級　　　　　号
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	故意の犯罪行為等による制限の有無及び
	□有　　　　　　□無
	
	年金額　　　　　　　　円
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	年　　月　　日から
年　　月　　日まで
□休業補償　　　　□傷病補償年金
□障害補償
	
	年　月　日　支給決定
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	条例附則第５条による調整関係
	年金の種類
(障害等級第　　級)
	年金の年額
	年金証書の記号番号
	支給開始年月
	所轄社会保険事務所等
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	葬祭補償
	金額　　　　　　　　　　　　　円

	
	
	円
	第　　　　号
	年　　月
	
	
	年　　月　　日　支払

	
	
	
	
	
	
	
	葬祭を行った者の
氏名及び死亡職員
との続柄又は関係

	
	
	円
	第　　　　号
	年　　月
	
	
	

	備考
	



（裏面）
	災害発生年度
	年度
	職名
	
	

	申請者の氏名等
	年　月　日生
	被災職員との続柄
	□本人
□遺族
	治癒年月日
	年　月　日
	障害補償　　□該当　　□非該当
（第　　　　　　　級）

	申請者の住所
	
	申請者が遺族の場合被災職員の死亡年月日
	年　　月　　日

	種類
	実施内容
	支払金額
	支払年月日
	備考

	外科後処置
	
	円
	年　　月　　日
・　・
	

	補装具
	
	
	
	

	リハビリテーション
	
	
	
	

	休養
	
	
	
	

	アフターケア
	
	
	
	

	休業援護金
	
	
	
	

	介護料
	
	
	
	

	奨学援護金
	
	
	
	

	就労保育援護金
	
	
	
	

	傷病特別支給金
	
	
	
	

	障害特別支給金
	
	
	
	

	遺族特別支給金
	
	
	
	

	障害特別援護金
	
	
	
	

	遺族特別援護金
	
	
	
	

	傷病特別給付金
	
	
	
	

	障害特別給付金
	
	
	
	

	遺族特別給付金
	
	
	
	

	障害差額特別給付金
	
	
	
	

	振込先金融機関名
	銀行　　　　　　　　支店
	

	口座番号
	
	



２号紙
	１療養補償
	２休業補償
	３福祉施設

	支払年月日
	療養期間
	金額
	支払年月日
	日数
	金額
	補償基礎額
	支払年月日
	内容
	金額

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	

	・　・
	
	
	・　・
	
	
	
	・　・
	
	



〔記入要領〕
１　災害補償記録簿（表面）
(１)　この記録簿は、職員の災害が公務又は通勤により生じたものであると認定された場合に作成し、補償が完結するまで順次必要事項を記入するものとする。
(２)　「職名」の欄には、職員が災害を受けた当時の職名を、例えば議会議員、公平委員公委員、○○調査調査員等と記入すること。
(３)　「補償基礎額・年金補償基礎額」の欄には、最初に決定した補償基礎額・年金補償基礎額とその決定年月日を記入すること。
(４)　「故意の犯罪行為等による制限の有無及び制限期間」の欄には、故意の犯罪行為又は重大な過失の有無について該当する□にレ印を記入し、故意の犯罪行為又は重大な過失がある場合には、療養を開始した日及び条例第10条の規定により決定した休業補償等の制限の終了する日を記入すること。制限を受ける補償の種類については、該当する□にレ印を記入すること。
(５)　「傷病補償年金」の欄には、次のように記入すること。
ア　等級については、条例別表第１の等級欄に規定する等級及び同表の規定により、その他によることとされている地方公務員災害補償法施行規則（昭和42年自治省令第27号）の別表の障害の状態欄に規定する番号を記入すること。
イ　支給決定の年月日については、支給を決定した年月日を記入すること。なお、「障害補償」及び「遺族補償」の欄中の年金の場合の支給決定の年月日の記入についても、同様とすること。
(６)　「障害補償」の欄には、次のように記入すること。
ア　補償の種類については、該当する□にレ印を記入すること。なお、「遺族補償」の場合も、同様とすること。
イ　等級については、条例別表第２の等級欄に規定する等級及び同表の規定により、その例によることとされている法の別表の障害欄に規定する番号を記入すること。
ウ　金額については、年金の場合は「年金額」の□にレ印を記入し、一時金の場合は「一時金額」の□にレ印を記入し、その金額を記入すること。なお、「遺族補償」の場合もこの例により記入すること。
エ　支払の年月日については、一時金の場合に支出を決定した年月日を記入すること。なお、「遺族補償」及び「葬祭補償」の欄中の支払年月日の記入についても、同様とする。
(７)　「第三者加害行為」の欄には、該当する□にレ印を記入すること。また、加害者の氏名、住所及び求償額等必要事項を「備考」の欄に記入すること。
２　福祉事業記録簿（裏面）
(１)　この記録簿は、福祉事業の実施について承認した場合に記入すること。
(２)　「実施内容」の項には、実施の目的、その内容、施設名、補装具の種目及び型式等を簡潔に記入すること。
(３)　「備考」の項には、施設の所在地、旅行区間、外科後処置を行った場合の症状の経過等必要な事項を記入すること。
３　２号紙
(１)　「１　療養補償」、「２　休業補償」及び「３　福祉施設」の欄の「支払年月日」については、支出を決定した年月日を記入すること。
(２)　「３　福祉施設」の欄には、外科後処置、リハビリテーション等の実施で、福祉事業記録簿の該当欄に記入しきれないものを支払の都度記入すること。
